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具体的 支援策

ン 国や地方 企業 対 補助金 い 欧州連合 機能

関 条約 TFEU 106～109 条 禁 い 補助金や利子や税 軽減等い

形態 う 補助金 特定 部門や特定 地域 企業 利 競争 ゆ

恐 あ あ 対 企業規模や部門 地域 一般 適用

さ 補助金 条約 対象外

例え ボ ボやサ 政府 支援 特定部門 企業 優遇

あ 路 補助金支出 誰 便益 認

雇用 支出 講者 雇用可能性 employability

高 企業 そ 恩恵 可能性 あ 認 さ EU

支出さ コ 購入 対 補助金 EU 政策方針 沿 特定 自

動車 利 い 認

企業 ン 限 目的 範囲 補助金

述 欧州構造基金 利用 存在 主 補助金 主

部 過疎地域 ベ 均衡あ 経済開発 進 用意さ い

1 地域開発助成金

経済成長 均衡 地域開発 実現 目的 助成金 あ

地域投資助成金 地域雇用助成金 分 企業 い

一方 あ 助成金 得 指定さ 地域開発 ア A B 事業 営

要件 い

図表 地域開発助成金を受け ことが可能 地域エリア

資料 Invest Sweden(2012), “Fact Sheet- Regional financial incentives”
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地域投資助成金

地域開発 ア A B 投資 企業 地域投資助成金 助成

金 主 財源 中央政府 ン経済 地域開発庁 ン府 中央政府 地

方行政庁 あ 助成金 次 挙 事業活動 対 交付さ

産業 び産業 類 事業

サ ビ 事業

対象 地場市場や地域市場 いサ ビ 事業

観 事業

賃貸物件 建設

地域 事業開発 特 要 事業

地域開発助成金 限 総投資費用 占 割合 規定さ い 金額 投資

種類 企業 種類 当該企業 事業 営 い 地域開発 ア ３点 基 決定さ

図表 地域投資助成金の融資率上限

%%%競 至る前の製品開発

%%%特別 教育研修

%%%コンサ テ ングサ ビス、見本市や展
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地域雇用助成金

申請企業 以 条件 遵 求

ア A び B 新設企業 新規人材採用 資金調 あ

交付対象 地域投資助成金 項 助成金 適用さ 事業活動 該当 事業

限

助成金 事業活動 収益性 高 長期雇用 い

雇用拡大計画 実現 助成金 必要 あ さ い

終身雇用 目指 失業者や失業 そう 人 入 い

本助成金 公共職業 定所 提供 雇用創出助成金 両方 い

助成金 金額 雇用や経済成長 及 影響 当該事業 社会 程度

要 あ 等 基 個別 決定さ 原則 交付金額 雇用拡大 実現 必要

金額 超え い
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図表 助成金の上限額 SEK

,,合計

,,目

,,目

,,目

エエ助成金の上限

,,合計

,,目

,,目

,,目

エエ助成金の上限

注 地域開発 ア A B 通 雇用 新規従業員 1人 対 助成金 限額

資料 Invest Sweden(2012), “Fact Sheet- Regional financial incentives”
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2 よ 良い規制 Better Regulation

企業 公的部門 支援策 ビ ネ 良い環境 迅 サ ビ

求 い 例え 良いビ ネ 環境 構成 一 要素 良い規

制 Better Regulation いう考え方 あ

ン 良い規制 産業委員会 Board of Swedish Industry and

Commerce for Better Regulation
55

2011 実施 調査結果 政府規制 簡素

い 73％ 企業 非常 要 21％ 企業 要 回答

都合 94％ 企業 政府規制 簡素 望 い 水準 2009 2010 結果

比 変 い

図表 政府規制の簡素化 いての企業の考え方

資料 Board of Swedish Industry and Commerce for Better Regulation 2011 , ”The Regulation barometer

2011”

う 背景 ン 企業活動 滑 国際的 競争力 あ

行政 各分 規制 簡素 企業 行政関連費用 低

さ う いう 良い規制 Better Regulation 進 い

EU 組 一環 ン い 組 い あ

政府規制 簡素 う いう動 決 新 い 既

1970 代 政府 規制 指導 イ イン 抑制 条例 作成さ い

企業 行政関連費用 標準費用 Standard Cost Model
56

計測さ 標準費用 ン 考案さ 現在 国際的 用い

55 1982 設立さ NPO ン 30万 企業 含 15 企業団体 業界団体 構成さ

56 基本的 各手続 い 積 ∑ 各手続 要 時間ェ労働単価＋そ 他 費用

計算
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い 方法 あ 方法 賛同 EU 諸国や OECD 国際ネッ ワ 構築

各国 ビ ネ 環境 向 目指 統一的 方法 企業 行政関連

費用 計測 い ン 良い規制：2006-2010

Better Regulation 2006-2010
57 期間中 企業 行政関連費用 25％削

減 目標 掲

行政側の評価

2011 1 2006 2010 組 評価結果 企業 ネ 通信

省 公表さ い 期間中 企業 行政関連費用 削減

全体 7.3％ 留 い 示さ い

規制省庁別 訳 見 農業省 社会統合 男女 等省 企業 ネ 通信

省所管 費用 減少 い 対 社会省や財務省関連 費用 昇 い

分 規制分 別 農業 ネ 食品分 企業 行政関連費用 減

少 対 健康 医療 財政部門 コ 昇 い

企業 行政関連費用 う 約 53％ EU 法制 遵 あ

ン法制 基 費用 47％ 占 推計さ い

図表 企業 と ての行政関連費用 規制所管省庁別

省庁名
2006 2009 2010 測 2006-2009 2006-2010 測

雇用省 6,585 6,500 6,330 -85 -255

-1.3% -3.9%

財務省 10,008 10,847 11,025 840 1,017
8.4% 10.2%

防衛省 461 390 390 -72 -72
-15.6% -15.6%

社会統合 男女 等省 1,248 855 855 -393 -393
-31.5% -31.5%

農業省 9,028 5,709 5,699 -3,318 -3,329
-36.8% -36.9%

司法省 51,158 51,199 51,232 40 74
0.1% 0.1%

47,516 -3,716
-6.8%

文化省 3 3 3 0 0.08
0.0% -2.8%

環境省 10,625 10,506 10,482 -119 -143
-1.1% -1.4%

企業 エネ ギ 通信省 5,757 5,672 5,252 -85 -506

-1.5% -8.8%

社会省 1,610 1,928 1,900 317 289

19.7% 18.0%

外務省 33 32 32 -1 -1

-3.3% -3.2%

合計 96,518 93,641 89,484 -2,877 -7,034

-3.0% -7.3%

２月 日以降の修正分を含む

間コスト 百万 EK 改善状況 百万 EK、％

資料 企業 ネ 通信省 2011 ,”A Positive Change in Day-to-Day Business －The Government’s

Action Plan for Better Regulation 2006-2010－”

57 現在 2011-2014 移行 い
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図表 企業 と ての行政関連費用 規制分野別

規制分野

2006 2009 2010 測 2006-2009 2006-2010 測
労働法制関連 6,343 5,858 5,689 -485 -654

-7.6% -10.3%

会社法関連 24,631 24,728 24,728 97 97

0.4% 0.4%

22128 -2503

-10.2%

会計 22,895 22,930 22,930 35 35

0.2% 0.2%

22,370 -525

-2.3%

建設 不動産法関連 7,146 7,147 7,137 0 -9

0.0% -0.1%

エネ ギ 1,023 809 617 -214 -407

-20.9% -39.8%

財政 2,571 2,984 3,049 413 478

16.1% 18.6%

健康 医療 1,019 1,343 1,316 324 297

31.8% 29.1%

農業 623 373 364 -251 -260

-40.2% -41.7%

通信 230 354 258 123 28

53.5% 12.0%

食品 8,400 5,333 5,333 -3,067 -3,067

-36.5% -36.5%

環境 3,648 3,532 3,517 -117 -131

-3.2% -3.6%

生産 消費 4,520 4,444 4,444 -76 -76

-1.7% -1.7%

課税 6,348 6,783 6,930 435 582

6.9% 9.2%

統計 299 292 291 -7 -8

-2.3% -2.7%

交通 2,976 2,978 2,845 1 -132

0.1% -4.4%

関税 貿易 1,929 1,930 1,930 1 1

0.0% 0.0%

次報告書作成 1,914 1,822 1,822 -92 -92

-4.8% -4.8%

1,522 -392

-20.5%

合計 96,518 93,641 89,484 -2,877 -7,034

-3.0% -7.3%

２月 日以降の修正分を含む

間コスト 百万 EK 改善状況 百万 EK、％

２月 日以降の修正分を含む

２月 日以降の修正分を含む

資料 企業 ネ 通信省 2011 ,”A Positive Change in Day-to-Day Business －The Government’s

Action Plan for Better Regulation 2006-2010－”
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企業側の評価

記 政府推計 結果 対 企業サイ 実感 政府 規制 大い 簡

素 さ 多少簡素 さ 回答 合わ 21％ 過 い 対

以前 同 回答 71％ 占 大半 企業 規制

含 行政関連費用 軽減さ い い 認識 う あ

図表 政府の規制 いての見方 年前との比較

資料 Board of Swedish Industry and Commerce for Better Regulation 2011 , ”The Regulation barometer

2011”

企業 分 的 租税 付加価値税関連 規制 び 雇用関連法制

特 企業成長 足枷 考え い 58

図表 企業の成長を阻害す 規制分野

資料 Board of Swedish Industry and Commerce for Better Regulation 2011 , ”The Regulation barometer

2011”

58 結果 本報告書 Ⅱ.2.(3) 記 現地企業 企業団体 イン ビュ 容 整合

い


